






































































































































































































































































































































































































































国立公園名 地域名 面積ha 指定時期
白山 白山山頂周辺， 1万8000 1961年
山陰海岸 海岸部主要地点 556 1963年７月
霧島屋久 屋久島山頂一帯 6100 1964年３月
知床 　 2万1317 1964年６月
南アルプス 山稜部の大部分 9181 1964年６月
富士箱根伊豆 伊豆七島の山頂， 1850 1964年６月
　 海蝕崖部の大部分 　 　
阿蘇 九重山山頂一帯 x　 1965年４月
雲仙天草 普賢岳 607 1965年11月
中部山岳 北アルプス山稜一帯 6万3921 1965年11月
　 　新潟県側 1952 　
　 　富山県側 3万1898 　
　 　長野県側 2万3209 　
　 　岐阜県側 7362 　
十和田八幡平 十和田４地域 6164 1967年３月
　 　八甲田大岳 3042 　
　 　南八甲田の大谷地 1482 　
　 　奧入瀬 1424 　
　 　十和田湖周辺 390 　
霧島屋久 霧島３地区 2232 1967年３月
　 　甑島 173 　
　 　韓国岳 1298 　
　 　x 　 　
十和田八幡平 八幡平団地３地区 3073 1968年４月
　 　八幡平地区 1695 　
　 　岩手山山頂部一帯 1050 　
　 　駒ヶ岳山頂部一帯 328 　
上信越高原 ７地区 1万0082 1969年
　 　浅間山 1996 　
　 　妙高連峰 2151 　
　 　苗場山頂 613 　
　 　志賀高原 742 　
　 　谷川岳 3183 　
　 　黒姫山 79 　
　 　戸隠 1316 　
大雪山 ５団地 3万6512 1970年12月
　 　大雪山を中心に， 3万4041 　
　 　ニセイカウシュペ山周辺 1211 　
　 　層雲峡一帯 130 　
　 　天人峡一帯， 10 　
































































































国立公園名と開発計画名 計画提起時期 厚生省の許認可 環境庁による認可の可否
中部山岳国立公園 　 　 　
　乗鞍岳山頂スーパー林道 1968年 1968年許可 　
　西穂上高地ロープウエイ 1963年 　 　
　　西穂ロープウエイ 　 1968年11月修正認可 　
　　上高地ロープウエイ 　 1968年11月不許可 　
　上高地縦断観光道路 1960年 1966年頃立消え 　
　朝日スーパー林道 1968年 不許可の意向 1971年頃立消え
大雪山国立公園 　 　 　
　大雪山赤岳観光道路 1958年 1968年知事により中止 　
　大雪山縦貫観光道路 1958年 1971年認可 1973年道庁断念
　士幌高原道路 1962年 1965年 1971年認可凍結
　恵庭岳スキー場建設計画 1960年 1967年2月，条件付認可 1972年オリンピック後復元
日光国立公園 　 　 　
　日光太郎杉伐採計画 1962年 1964年認可，訴訟 1973年裁判所計画を否認
　尾瀬縦断観光道路 1963年 1966年8月認可 1971年不許可
　尾瀬電源開発計画 1970年 不許可方針を貫く 1996年計画の消滅
　奧鬼怒スーパー林道 1966年 1970年認可 係争，一部計画中止
富士箱根伊豆国立公園 　 　 　
　富士スバルライン計画 1960年 1961年10月認可 　
　富士登山鉄道計画 1966年 1966年不許可の意向
4 4 4 4 4 4
，撤回 　
上信越高原国立公園 　 　 　
　苗場スキー場建設計画 1960年 1969年大幅修正で認可 　
　妙高高原観光道路 1960年代末 不認可の意向 1975年新潟県申請取消
吉野熊野国立公園 　 　 　
　大台ケ原スーパー林道 1058年 1958年認可 　
　北山川電源開発計画 1957年 1962年事実上認可 　
南アルプス国立公園 　 　 　
　南アルプススーパー林道 1967年 1967年認可 1971年中止，73年工事再開
白山国立公園 　 　 　
　白山スーパー林道 1967年 1967年認可 　
磐梯朝日国立公園 　 　 　


























































































































































































































旧協会の役職，氏名 職歴 財団法人化の役職，氏名 職歴
会長 欠員 会長　川北禎一 日本勧業銀行頭取
副会長 欠員 副会長　中司清 鐘淵化学工業社長
理事長　田村剛 国立公園運動指導者 理事長　田村剛 国立公園運動指導者
理事 　 理事 　
安芸皎一 元安本幹部 　再任　安芸皎一 　
佐藤達夫 元法務省高級官僚 　　　　佐藤達夫 　
藤原孝夫 元国立公園部職員 　 　
日高信六郎 元外務相官僚 　　　　日高信六郎 　
三田尾松太郎 鉱山経営者，登山家 　　　　三田尾松太郎 　
山下静一 経済同友会幹事 　　　　山下静一 　
大政正隆 東大教授（森林立地学） 　　　　大政正隆 　
下泉重吉 東京教育大教授（動物学） 　　　　下泉重吉 　
津屋弘達 東大教授（火山学） 　　　　津屋弘達 　
本田正次 元東大教授（植物学） 　　　　本田正次
宮地伝三郎 京大教授（動物学） 　　　　宮地伝三郎 　
山階芳麿 山階鳥類研究所長 　　　　山階芳麿 　
辻　永 洋画家 　　　　辻　永 　
　 　 　新任 　
鏑木外岐雄 東大教授（動物学） 　　　　諸井貫一 秩父セメント社長
田中啓爾 立正大学教授（地理学） 　　　　平山孝 元運輸省官僚
武田久吉 元大学教授（植物学） 　　　　林常夫 北海道林政官僚
吉井義次 元東北大教授（植物学） 監事 　
小林義雄 国立科学博物館員（理学） 　新任　櫛田光男 不動産学
舘脇操 北海道大学教授（植物学） 　再任　藤原孝夫 　
沼田真 千葉大助教授（植物学） 　 　
加藤陸奥雄 東北大教授（昆虫生態系） 　 　
堀川芳雄 元広島大学教授（植物学） 　 　
細川隆英 福岡の自然を守る会（植物生態学）　 　
正宗厳敬 金沢大学教授（植物学） 　 　
児玉政介 元厚生省事務次官 　 　





















































　 人 件 口
北海道 55 11 34
東北 424 33 43
関東 285 32 62
東京 537 77 534
中部 133 55 124
北陸 61 39 66
関西 174 67 157
中国 51 28 69
四国 15 25 42
九州 161 36 94
沖縄 12 0 0
















































































金融関係 亀の井バス 奥飛騨観光開発 多屋林業 中央電気工業
阿波銀行 上野運輸商会 御岳開発 鉱業関係 揖斐川電気工業
群馬銀行 大分交通 木曽川観光開発 常磐炭礦 中山製鋼
佐賀銀行 鹿児島交通 段戸山観光開発組合 住友金属鉱山 日東紡績日本ヒューム管
第四銀行 九州産業交通 茶臼山観光開発組合 同和鉱業 理研ピストンリング工業
東京都民銀行 熊野交通 鶴来観光開発 中外鉱業 大日本印刷
日本興業銀行 高知県交通 名鉄不動産 日鉄鉱業 九州耐火煉瓦
日本長期信用銀行 新潟交通 八百津観光開発組合 日本鉱業 小野田セメント
八十二銀行 福島交通 江之島興産 古河鉱業 秩父セメント
広島銀行 宮崎交通 小川原湖観光開発 三井金属鉱業 大同コンクリート
宮崎銀行 佐渡汽船 近鉄伊勢志摩観光開発 三菱金属鉱業 野沢石綿セメント
野村証券 ジャパンライン 国土計画 自動車関係 小林工業
山一證券 瀬戸内運輸 殖産土地相互 日産自動車 小松原興業
日興証券 新潟臨港海海陸運送 島崎観光開発 日産ジーゼル工業 柴田興業
大和証券 名鉄海上観光船 洞爺観光開発 東洋工業 岩崎産業株式会社
住友商事 日本ライン名鉄造船 東北観光開発センター 宮崎トヨタ自動車 鉄興社
交通関係 観光業関係 長島観光開発 化学工業開発 浪速製菓
富士急行 丸沼温泉ホテル 日本無人島開発 岩淵化学工業 白鶴酒造
小田急電鉄 天草国際ホテル 三方五胡開発観光 協和発酵 スエヒロ食品
遠州鉄道 大室ヘルスホテル 三重観光開発 倉敷レーヨン 日本水産
北恵那鉄道 酔ヶ湯温泉 電力関係 出水興産 日魯漁業
豊橋鉄道 清水ホテル 北陸電力 ジークライト化学工業 大洋漁業
福井鉄道 志摩観光ホテル 関西電力 大協石油 大洋漁業長崎支社
近畿日本鉄道 南間ホテル 九州電力 チッソ 長井興農工業
相模鉄道 富士屋ホテル 四国電力 徳山曹達 福島製作所
十和田観光電鉄 淡島海洋公園 中国電力 東洋曹達工業 みつわ真珠工業
東武鉄道 竹林院群芳園 中部電力 日産化学工業 睦織物
名古屋鉄道 大分生態水族館 電源開発 保土谷化学工業 その他
南海電気鉄道 東海園株式会社 東京電力 北陸瓦斯 宮崎放送
西日本鉄道 川村噴水 東北電力 東邦天然ガス 昭文社
広島電鉄 渋川観光 北海道電力 宮崎ガス 生物映画研究所
六甲越有馬鉄道 立山黒部貫光 製紙業（森林関係） 武田薬品工業 　
八甲田ロープウエイ 丹羽造園 王子製紙 その他の産業 　
常磐交通自動車 磐田造園土木 十条製糸 川崎重工業 　
岐阜乗合自動車 梼木造園土木 本州製紙 日本冶金 　
知多乗合 尾瀬林業観光 神崎製紙 日本精工 　
宇和島自動車 熊野本宮温泉 国策パルプ 日本造船機械 　
昭和自動車庄内交通 熱海高原観光 山陽パルプ ヤンマージーゼル 　
小豆島自動車 開発観光関係 大興製糸 日本電気 　
濃飛乗合自動車 渥美観光開発 東海パルプ 東芝電気器具 　
















































費目 1960年度 1966年度 1970年度
繰越金 7.4（ 0.5） 23.6（ 0.9）
利子収入 11.7（ 0.7） 20.2（ 0.8）
会費 194.5（74.0） 562.9（ 38.3） 694.1（ 29.0）
　補助会費 123.0（ 5.1）
　団体会費 184.4（ 70.1） 510.2（ 34.7） 382.4（ 15.9）
　個人会費 10.1（ 3.8） 52.7（ 3.5） 188.6（ 7.8）
寄付金 65.0（ 24.7） 169.5（ 11.5） 204.4（ 8.5）
補助金 　
事業収入 593.8（ 40.4） 1431.8（ 59.8）
　刊行物 37.0（ 2.5） 111.6（ 4.6）
　受託事業費 556.8（ 37.9） 996.0（ 41.6）
　事業補助金 277.2（ 11.5）
雑収入 93.2（ 6.3）
その他収入 30.0（ 2.1） 16.5（ 0.6）
合計 262.8（100.0） 1467.7（100.0） 2390.8（100.0）
指数 100 558 909
注　前掲『自然保護のあゆみ』資料から作成。
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団体会費の比重が半減した分，どのような収入が増えたかが問題である。
それは，協会の自立化を象徴する事業収入の存在である。設立時にはなか
った事業収入は，1966年には593.8万円（全体の40.4％）であり，協会財政
の自立化をよく示している。
しかしその内訳をみると，協会の刊行物の収入は114万円（全体の7.7％）
にしか過ぎない。他方，受託事業費は，620万円（全体の42.2％）という高
い比重率を示している。
1966年の寄付金は，169.5万円（全体の11.5％）で創立時の比重（24.7
％）より半減したが，財界からの寄付が予想され，財界，団体への収入依
存を補強している。
ところで，受託事業費とは何か。これは，厚生省，文部省，農林省など
政府諸官庁，都道府県さらに市町村の自治体から委託をうけて協会がおこ
なう学術研究調査の費用である。協会は，表5－6に示したように一連の学
術調査をおこなったが，その費用は，協会の独自費用ではなく，受託を受
ける他団体から支払われる委託費なのであった。したがって協会の財政は，
これら委託先に大きく依存していたということになる。
ここで受託事業の実態をみておこう。
表5－8は，日本自然保護協会のおこなった委託調査と委託先を示したも
のである。
1961年から1973年まで45の調査報告書が刊行されたが，その内の１報告
は，調査でない意見書であり，委託先が明記されないか，あいまいなもの
は６報告，調査報告を見られず委託先が不明のもの５報告であった。結局，
委託先がはっきりしているのは33報告であった。
それらの33報告内，25報告が県（複数の県，市町村の委託のもの数ケー
ス）からの委託であった。残りの報告は，官庁（厚生省３，農林省２，建
設省１）からの委託６件，民間企業からの委託２件（電源開発１，三菱金
属鉱業１）であった。
以上のように，日本自然保護協会の学術調査の依頼先は，おもに地方自
高度成長期における国立公園行政当局の自然保護政策の展開
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表5－8　日本自然保護協会の学術調査報告と委託先
調査報告名 刊行年次 委託主
白山国定公園の生態学的研究（第１号） 1961 一部の調査費国立公園協会
南アルプス塩見岳，荒川岳，明石岳付近の学術調査報告（第４号） 1961 長野営林局
鳥海山国定公園候補地学術調査報告書（第５号） 1963 鳥海国定公園期成同盟
祖母山原生林地域の生態学的調査（第６号） 1963 九大の費用，一部本協会
山陰海岸国立公園候補地学術調査報告（第７号） 1963 兵庫県
大雪火山群の研究（第８号） 1963 明記なし
青森県景観資源調査報告書（第９号） 1963 青森県
吉野熊野国立公園大台ケ原山・大峰山脈自然保護調査報告（第10号） 1963 明記なし
自然公園における自然保護問題（第12号） 1964 厚生科学研究費
足摺国定公園宇和海海中公園報告（第13号） 1965 愛媛県
高知県竜串・沖ノ島周辺海中公園調査報告（第14号） 1965 明記なし
黒部・立山地区の観光資源および保護開発に関する調査報告書（第15号） 1965 名古屋営林局
若狭湾国定公園学術調査報告（第16号） 1965 福井県
壱岐，対馬自然公園学術調査報告書（第19号） 1965 長崎県
三重県熊野市二木島湾海中公園報告（第20号） 1965 三重県
能登半島海中公園調査報告（第21号） 1965 石川県
海中公園の設定に関する研究（第23号） 1966 厚生科学研究費
筑波山自然公園学術調査報告（第24号） 1966 茨城県
栗駒自然公園学術調査報告（第25号） 1966 秋田，岩手，宮城の３県
越前海岸自然公園学術調査報告（第26号） 1967 福井県
和歌山県海中公園調査報告（第27号） 1967 和歌山県
和歌山県自然景観地調査報告（第28号） 1967 和歌山県
会津駒ヶ岳・田代山・帝釈自然公園学術調査報告（第29号） 1968 福島県
宮崎県海中公園学術調査報告（第30号） 1967 宮崎県
伊勢志摩国立公園計画再検討並学術調査報告（第31号） 1968 三重県
氷ノ山・後山・那岐山国定公園候補地学術調査報告（第32号） 1968 岡山，鳥取，兵庫の３県
加賀海岸国定公園候補地学術調査報告（第33号） 1969 石川県と加賀市
越後三山・只見自然公園学術調査報告書（第34号） 1969 新潟，福島の２県
自然公園区域内における騒音及び湖沼保護の規制に関する研究（第35号） 1970 厚生科学研究費
中部山岳国立公園乗鞍地区学術調査報告（第36号） 1971 岐阜県
津軽半島・岩木山自然公園学術調査報告（第37号） 1971 青森県
日光国立公園沼原揚水発電計画に関する調査報告書（第38号） 1971 電源開発
和泉葛城山系自然公園学術調査報告（第39号） 1971 大阪府，和歌山県
熊野枯木灘自然公園学術調査報告（第40号） 1972 和歌山県
西武蔵自然公園学術調査報告（第41号） 1973 埼玉県
後生掛地区地熱発電所計画に伴う学術調査報告（第42号） 1973 三菱金属鉱業
清津川ダム計画に関する学術調査報告（第43号） 1973 建設省（北陸地建）
男鹿半島自然公園学術調査（第44号） 1973 秋田県
大山隠岐国立公園大山地区学術調査報告（第45号） 1973 鳥取県
注　『自然保護のあゆみ』資料より作成。
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治体からであり，わずかであるが，中央官庁からと民間からもあった。結
局，日本自然保護協会の学術調査の自立性を示す協会財政による調査は，
皆無であった。日本自然保護協会は，自前の独自財政による学術調査をお
こなっていないのである。
ここから直ちに日本自然保護協会の学術調査の自立性が失われると断定
はできないが，しかし，ほとんどの学術調査が県や中央官庁，時には民間
企業の委託に依存しているという客観的な事実は，日本自然保護協会の学
術調査の自立性を失わせる可能性をもっていると指摘しておかなければな
らない。
以上のように，財団法人日本自然保護協会の財政的自立化は，結局，協
会の収入が，財界，諸官庁，自治体といういわば体制側に大きく依存し，
本来の組織自体の自立性とは異なっていたということである。
ある組織の財政的自立とは，アメリカやイギリスの環境・自然保護団体
のように，財界の支援や政府系の補助金ではなく，組織構成員個人の会費
を基礎にしてのみ成り立つことである（15）。
もともと日本自然保護協会は，アメリカの国立公園の自然保護に熱心な
シエラクラブのように，自然保護を重視する個々の市民により，かつそう
した市民の会費によって自立した性格を保持した組織ではなく，戦後の成
立期に国立公園行政当局に密接した学者・文化人と元国立公園行政官僚を
中心とした組織であり，多分に政府の基本政策に依拠した体制的な性格を
もった組織であった（16）。
財団法人日本自然保護協会は，財界や政府や地方自治体への財政的依存
によって，必ずしも組織の自立性を維持していくことが難しくなる。
こうした収入構造は，1970年も変わらない。
日本自然保護協会の活動が定着してきた1970年度の協会の収入構造を
みると，1966年度の収入構造が定着してきていることがわかる。
1970年度の総収入は，2390.8万円であったが，会費収入は，694.1万円
（29％）で，1966年度よりさらにウエイトを減じている。団体会費は，382．
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4万円（15.9％）であるが，個人会費は188.6万円（7.8％）で，1966年度よ
り倍増して，市民的な自然保護組織としての健全化を示唆している。
団体会費の財政的ウエイトが低下し，財界への依存度が低下ししている
のは事実であるが，事業収入1431.8万円（59.8％）のうち，相変わらず受
託受業費が996.0万円（41.6％）であり，諸官庁，自治体からの委託調査費
が著しく大きいことがわかる。また事業収入のうち，1968年度から記載さ
れている諸官庁からの事業補助金が，277.2万円（11.5％）で結構な大きさ
である。
以上のように，1970年度の収入構造は，企業，業界，自治体等の団体会
費のウエイトは，15.9％と著しく低減しているが，他方では，諸官庁，自
治体等からの受託受業費が41.6％，事業補助金11.5％，併せて53.1％にも
なり，諸官庁，自治体等の政府系からの収入が過半を占め，団体会費15.9
％などを含めれば，財団法人日本自然保護協会の収入は，７割方が，財界，
政府の資金によって賄われているという構造が明確になる。
第３の自然保護と開発の調和を計る路線体質についてみてみよう。
この点については，すでに財団法人日本自然保護協会の設立事情の検討
の際に『自然保護のあゆみ』などで指摘されたとおりであり，本稿の（４）
ですでに明らかにしたことである。
財団法人日本自然保護協会が，自然保護について，予め「これまでのよ
うに単に開発反対ばかりでは無理で，開発と自然の調和，つまり，産業と
の調和との調整役」を果たすべきだという位置付けは，まさに財界や政府
や地方自治体への財政的依存によって必然的に生み出されたものである。
財団法人日本自然保護協会のこうした傾向は，高度成長期以降に一貫し
たものであり，また日本の自然保護運動に大きな影響を与えることになっ
た。
すでに指摘してきたように，財団法人日本自然保護協会は，高度経済成
長期に入って産業開発，とくに観光開発を優先する政府の政策のもとで，
自然を破壊する開発計画に絶対反対を唱えることが少なく，産業開発と自
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然保護の調和を計るという論理で，多くの産業開発計画，とくに観光開発
計画に賛同し自然保護を軽視してきたのである。
かくして，財団法人化した日本自然保護協会は，設立趣意書にあるよう
に，単に開発反対を唱えるのでなく，自然保護と開発の調和を強調し，財
政確立のため財界の支援を期待し，財界人を主要役員に据え，元官僚を理
事に配置し，以前よりはるかに体制的な布陣を敷いた。
こうした財団法人日本自然保護協会は，重要な国立公園内の産業開発計
画にたいして意見，陳情をおこなったが，すでにみたように，国立公園行
政当局と同じように対応しただけであって，国立公園行政当局の方針と大
幅に異なる意見を提起したことはほとんどなかった。
この点は，個々の重要な国立公園内の産業開発計画に反対する自然保護
運動について考察する際により明確にすることにしたい。
財団法人日本自然保護協会は，高度成長期に提起された国立公園内の開
発計画あるいは自然保護に必要な問題について多くの意見書あるいは陳情
書を提出してきた。
一般的に言えば，財団法人日本自然保護協会は，国立公園内の開発計画
が提起されると，かなり批判的な意見を述べ，自然保護のために開発に反
対し，計画が強行されようとする場合には，修正案，開発と自然保護の調
整案を提起してきた。しかし国立公園行政当局が下した結論にたいしては
それを追認し，国立公園行政当局の意向に反して当初の批判を貫いたり，
国立公園行政当局に反旗をひるがえすことはなかった。それは，財団法人
日本自然保護協会の体質を如実に物語っている。
以上のように，高度経済成長期における国立公園行政当局による自然保
護政策は，安上がりの貧しい財政と脆弱な機構の国立公園行政にわざわい
されて，十分に機能することができなかった。
しかもわが国初めての本格的な自然保護団体でありながら，財団法人日
本自然保護協会は，そうした国立公園行政当局の不充分な政策，とくに実
効性を著しく欠いた自然保護政策を追認し，戦後の成立期に持っていたよ
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うな，国立公園行政当局の限界を突破し，国立公園行政当局に積極的な自
然保護政策の実施を迫っていく力量を発揮していくことはなかった。
注
（１）前掲拙著『自然保護と戦後日本の国立公園』，各章，とくに第５章を参照
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（３）同上，155頁。
（４）同上，155頁。
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（９）同上，161－2頁。
（10）同上，163頁。
（11）『自然保護』誌は，１号（1960年11月１日）から２号（1960年１１月７日）
までは，タブロイド判の新聞形式であったが，３号（1961年２月）から，
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